様式第１号（第６条関係）
　　　年　月　日
京都府中小企業団体中央会会長　様
所在地
事業者（団体）名
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　㊞
就労・奨学金返済一体型支援事業補助金交付申請書
就労・奨学金返済一体型支援事業実施要領に基づき、下記のとおり補助金の交付を申請します。
１　交付申請額　　　　　　金　　　　　　　　　　円
※　申請額は、千円未満は切り捨て
２　取組実施（予定）期間　　　　　　　年　月　日　～　　　　年　月　日
３　補助対象取組(事業)の内容　　
　　別紙事業計画書のとおり
４　補助対象となる中小企業等であることの確認
	業　　種　　　　　　　　　　　　　　　　　業

	従業員数（組合員数）　　　　　　　　　　　人

	資本金の額または出資の総額　　　　　　　　円

	創　　業（設　　立）　　　　　年　　月　　日


５　連絡先
	所属・職・氏名　　　　　　　　　　　電　話　（　　　）　　　　－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｧｯｸｽ　 （　　　）　　　　－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ-mail　


事　　業　　計　　画　　書
１　支給内容
	支給名目
	年間支給回数・時期
	従業員１人当たりの１回の支給額

	
	
	


注1） 支給名目欄は、○○手当などと記載してください。
注2） 年間支給回数・時期欄は、毎月、年２回（６月、１２月）などと記載してください。
２　支援計画
	N0
	氏名
	採用年月日
（年度末時点年数）
	配属先所在地
	申請年度の
返済予定額イ
	手当等の年間
支給予定額　ロ
	補助金額の積算


	
	奨学金名
（実施団体名）

	
	
	
	住所地（市町村）
	
	
	
	（abcの低い額）
	

	1
	
	（　　　　）
	
	
	　　　　　　円
(　　　円×　月）
	a　　　　円

｛（イ－1万）/2｝

ｂ　　　　　円
（　ロ／2）
ｃ　　　　　円
（1～3年：9万）
（4～6年：6万）
	　　　　　　円
	（　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2


	
	（　　　　）
	
	
	　　　　　　円
(　　　円×　月）
	a　　　　円

｛（イ－1万）/2｝

ｂ　　　　　円
（　ロ／2）
ｃ　　　　　円
（1～3年：9万）
（4～6年：6万）
	　　　　　　円
	（　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


補助金は、従業員の申請年度における返済予定額の１万円を超える部分の１／２、または各企業が申請年度における手当等として支給する額の１／２のいずれか低い額です。ただし、就職後３年以内（採用された日の属する月を1箇月とし、３６箇月目となる月まで）の従業員は年９万円、就職後４～６年目（７２箇月目となる月まで）の従業員は年６万円が上限となります。
様式第２号（第６条関係）
　　年　　月　　日
　
京都府中小企業団体中央会会長　様
所在地
事業者（団体）名
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　㊞
　
就労・奨学金返済一体型支援事業事前着手届
　　　　　年　　月　　日付けで申請の就労・奨学金返済一体型支援事業について、交付決定前に着手しますので、届け出ます。
　なお、本件について交付決定がなされなかった場合においても異議は申し立てません。
記
１　事前着手の理由
２　着手（予定）年月日　　　　　　　年　　月　　日
様式第３号（第９条関係）
    　　年    月    日
京都府中小企業団体中央会会長  様
所在地
事業者（団体）名
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　㊞
就労・奨学金返済一体型支援事業変更承認申請書
　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定のあった上記事業について、別紙のとおり事業内容を変更したいので、就労・奨学金返済一体型支援事業実施要領第９条第１項の規定により承認を申請します。
                                     記
  １ 補助対象事業の変更点
	
	


　　注）書ききれない場合は、別紙に記載してください。
２　変更後の事業計画書
　　別紙事業計画書のとおり
  ３ 変更後の事業経費
	
	金　　額  

	内   容


	  補助対象経費

	                  円
	

	
	  　内　訳

	
	


  （注）交付決定通知の写しを添付すること。
変　更　後　の　事　業　計　画　書
１　支給内容
	支給名目
	年間支給回数・時期
	従業員１人当たりの１回の支給額

	
	
	


注1） 支給名目欄は、○○手当などと記載してください。
注2） 年間支給回数・時期欄は、毎月、年２回（６月、１２月）などと記載してください。
２　支援計画
	N0
	氏名
	採用年月日
（年度末時点年数）
	配属先所在地
	申請年度の
返済予定額イ
	手当等の年間
支給予定額　ロ
	補助金額の積算


	
	奨学金名
（実施団体名）

	
	
	
	住所地（市町村）
	
	
	
	（abcの低い額）
	

	1
	
	（　　　　）
	
	
	　　　　　　円
(　　　円×　月）
	a　　　　円

｛（イ－1万）/2｝

ｂ　　　　　円
（　ロ／2）
ｃ　　　　　円
（1～3年：9万）
（4～6年：6万）
	　　　　　　円
	（　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2


	
	（　　　　）
	
	
	　　　　　　円
(　　　円×　月）
	a　　　　円

｛（イ－1万）/2｝

ｂ　　　　　円
（　ロ／2）
ｃ　　　　　円
（1～3年：9万）
（4～6年：6万）
	　　　　　　円
	（　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


補助金は、従業員の申請年度における返済予定額の１万円を超える部分の１／２、または各企業が申請年度における手当等として支給する額の１／２のいずれか低い額です。ただし、就職後３年以内（採用された日の属する月を1箇月とし、３６箇月目となる月まで）の従業員は年９万円、就職後４～６年目（７２箇月目となる月まで）の従業員は年６万円が上限となります。
様式第４号（第９条関係）
    　　年    月    日
京都府中小企業団体中央会会長  様
所在地
事業者（団体）名
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　㊞
中止（廃止）承認申請書
　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定のあった上記事業について、下記の理由により補助事業を中止（廃止）したいので、就労・奨学金返済一体型支援事業実施要領第９条第２項の規定により承認を申請します。
記
　中止（廃止）する理由等
　　年　　月　　日
　
京都府中小企業団体中央会会長　様
所在地
事業者（団体）名
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　㊞
　
就労・奨学金返済一体型支援事業遂行状況報告書
　就労・奨学金返済一体型支援事業実施要領第10条第２項に基づき、下記のとおり補助事業の遂行状況を報告します。
記
１　補助対象取組(事業)の内容
　　別紙事業報告書のとおり
２　支援対象者に支給した手当等の実績が分かる書類の写し(給与明細書又は賃金台帳)

　　別添のとおり
遂　　行　　状　　況　　報　　告　　書
１　支給内容
	支給名目
	年間支給回数・時期
	従業員１人当たりの１回の支給額

	
	
	


注1） 支給名目欄は、○○手当などと記載してください。
注2） 年間支給回数・時期欄は、毎月、年２回（６月、１２月）などと記載してください。
２　支援実績
	氏名
	採用年月日
（年度末時点年数）
	配属先所在地
	申請年度の
返済額　イ
	手当等の年間
支給額　ロ
	補助金額の積算
	
	奨学金名
（実施団体名）

	
	
	住所地（市町村）
	
	
	
	（abcの低い額）
	

	
	（　　　　　）
	
	＜２月までの実績＞
＜３月末見込＞

	＜２月までの実績＞
　　　　　　円
(　　　円×　月）

＜３月末見込＞
　　　　　円
(　　　円×　月）
	a　　　　円

｛（イ－1万）/2｝

ｂ　　　　円
（　ロ／2　）
ｃ　　　　円
（1～3年：9万）
（4～6年：6万）
	　　　　　　円
	（　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（　　　　　）
	
	
	　　　　　　円
(　　　円×　月）
	a　　　　円

｛（イ－1万）/2｝

ｂ　　　　円
（　ロ／2）
ｃ　　　　円
（1～3年：9万）
（4～6年：6万）
	　　　　　　円
	（　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


上の　　人については、　　　　年　　月　　日現在、当社に在籍していること　　　　　を証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上記の通り手当等を支払ったこと

　　　　　　　　　　　事業者（団体）名
　　　　　　　　　　　代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　印

様式第５号（第11条関係）　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   　
　　年    月    日　　
京都府中小企業団体中央会会長　様
所在地
事業者（団体）名
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　㊞
就労・奨学金返済一体型支援事業実績報告書
　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定のあった上記事業について事業が完了したので、就労・奨学金返済一体型支援事業実施要領第11条の規定により、別紙事業報告書のとおり報告します。
　
（京都府中小企業団体中央会記入欄）
	 上記事業実績について確認しました。
   　　　   年　　月　　日
                             京都府中小企業団体中央会                        
	


事　　業　　報　　告　　書
１　支給内容
	支給名目
	年間支給回数・時期
	従業員１人当たりの１回の支給額

	
	
	


注1） 支給名目欄は、○○手当などと記載してください。
注2） 年間支給回数・時期欄は、毎月、年２回（６月、１２月）などと記載してください。
２　支援実績
	No
	氏名
	採用年月日
（年度末時点年数）
	配属先所在地
	申請年度の
返済額　イ
	手当等の年間
支給額　ロ
	補助金額の積算


	
	奨学金名
（実施団体名）

	
	
	
	住所地（市町村）
	
	
	
	（abcの低い額）
	

	１
	
	（　　　　）
	
	
	　　　　　　円
(　　　円×　月）
	a　　　　円

｛（イ－1万）/2｝

ｂ　　　　　円
（　ロ／2　）
ｃ　　　　　円
（1～3年：9万）
（4～6年：6万）
	　　　　　　円
	（　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２


	
	（　　　　）
	
	
	　　　　　　円
(　　　円×　月）
	a　　　　円

｛（イ－1万）/2｝

ｂ　　　　　円
（　ロ／2）
ｃ　　　　　円
（1～3年：9万）
（4～6年：6万）
	　　　　　　円
	（　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	



上の　　人については、　　　　年　　月　　日現在、当社に在籍していること　　　　　を証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上記の通り手当等を支払ったこと

　　　　　　　　　　　事業者（団体）名
　　　　　　　　　　　代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　印
様式第６号（第18条関係）

（フリガナ）�
�
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�eq \o\ad(口座開設場所,　　　　　　　　 )�口座開設場所�


及び預金種別








本書の金額は、下記口座に振込願います











ただし  就労・奨学金返済一体型支援事業








上記の金額を請求します





　     年     月     日








京都府中小企業団体中央会 様








請  求  者





�eq \o\ad(所在地,　　　　　　　 )�所在地�


事業者（団体）名


代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　印
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